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「地域をつくる市民を応援する共同募金への転
換」をめざして

（第６回これからの地域福祉のあり方に関する研究会資料）

中央共同募金会企画広報部長 島村糸子
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答申が出された背景

○少子高齢化による人口減少社会の到来

○限界集落～将来的に、多くの集落が消
滅すると予測されている

○格差の増大、治安の悪化、社会のモラル

の低下→不安を感じている市民の増

○社会的な孤立による福祉的な課題の増

○地域固有の多様な課題の顕在化、拡大

○人口が減少しても地域社会が存続す

るためのポイントは、広い意味での福

祉といわれている

○人と人との交流等が活発な地域なら

ば、地域社会は存続し、経済的にもあ

る程度成り立っていくといわれている

○小地域の福祉活動を整備するこ

とが目指されている

○公的施策だけでなく、市民参加の

活動を創出することが求められる
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共同募金の課題

○募金の増強を図る
・地域の資金ニーズの増加に対応することが必要

・一方で募金実績は低減（10年間、毎年対前年比3～4％減）

○地域の福祉活動の支援に転換する
・市民参加により地域福祉を進める活動の増加

○地域ニーズの多様化、地域福祉活動の広がりに対応する

・NPOなど多様な担い手の登場

○組織運営面の整備を進める
・市町村組織の充実強化が必要
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共同募金の役割

(1)地域をつくる市民を応援する役割

(2)全国的な共通性、統一性をもった

キャンペーンの実施

（多様な課題を市民に対して提案啓発する

機能を強化し、課題の解決を図っていく役割）

(3)不時の災害にも即応していく役割

社会的な「公器」をめざして

共同募金

60年以上にわたって

国民の信頼を得て、

社会に根付いてきた

地域社会における「市民の共有財産」

社会的な「公器」

必要とされる取り組み

○市民の参加の保障、透明性の確保など

○地域で展開する組織の明確な位置付け

○市民に対する啓発・提案の充実 など
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市民参加の「市町村
共同募金委員会」の
設置

災害時の被災者支援・

防災活動の充実と強化
答申の三本柱

市民参加の「市町村
共同募金委員会」の
設置

全国キャンペーン

の展開

災害時の被災者支援・

防災活動の充実と強化
答申の三本柱

ＮＰＯとの連携 企業等との連携社会福祉協議会と
の連携

連携の強化

答申「地域をつくる市民を応援する共同募金への転換」の概要

市町村共同募金委員会・県共同募金会・中央共同募金会

人材の育成

組織の機能

強化と分担

他のセクターとの連携によるプログラムオフィサー、
ファンドレイザーなど専門職的な人材養成
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機能（改革の方向性） 課題

中央
共同募金会

都道府県
共同募金会

市町村
共同募金委員会

全国レベルでのキャンペーン機能の強化
○多少の投資が必要な企画も取り入れながら、全国レベルで関心
を高めるキャンペーンを展開する。
○都道府県共同募金会と連携し､社会的な課題解決に向け多様な
活動を促進するための提案･啓発（アドボカシー）的な機能を強
化する。
○企業や経済界等に対し、新たな価値として「地域への社会的投
資」をコンセプトに社会貢献活動の働きかけを強化する。

市町村組織を「支会分会」から「共同募金委員
会」に改組
○募金ならびに助成にあたり、１年間の活動サイクルの各段階で、
市民が参加できる役割を設計し、市民自身が主体となる運営を実
感できるように転換する（転換にあたっては、市町村組織の事務
費のあり方を十分に検討する）。
○市民の参加による助成の審査委員会を地域ごとに設置する。
○それぞれの地域特性に応じたボランタリーな組織を地域の市民
と共に築く。
○生活圏域等に配慮し、複数市町村による広域的な組織のありか
たについて検討する。

連絡調整機能から全国センター機能の強化
○全国の共同募金に関する 政策･戦略立案機能の強化
○情報収集・調査研究、広報機能、研修機能の見直し(シ
ンクタンク的機能)
○募金の実施機能を持つ
○新たな募金方法の開発(企業との協働やネット募金など)
○プログラムオフィサー等人材養成プログラムの開発
○組織のガバナンス(組織運営や事務局組織、財政基盤)の
整備

地域の組織をバックアップする専門機能の強化
○市町村組織の直接・間接支援をはじめ、人材養成・研修、企
画・提案などを行う専門機能を充実･強化する。

○重点助成テーマの設定など、重要度の高い課題に向けた多様
な活動を促進知るために、提案・啓発(アドボカシー)的な機能
を強化する。

組織機能の強化

○都道府県共同募金会のガバナンス(組織運営や事務
局体制、財政基盤)の整備

○社協との連携による市町村組織への支援体制の整
備

○ブロックなど周辺組織との連携や協働事業の開発
など

共同募金委員会の組織化

○社協との連携による市町村組織の整備

○名称変更、新たなメンバーの参画、審査委員会の
整備

○住民参加による循環型共同募金機能の整備

○共同募金委員会の制度化

組 織

●共同募金会 組織と機能のあり方
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課 題 の 共 有 化

助 成 プ ロ グ ラ ム 開 発

ニ ー ズ

市 民 ・ 多 様
な 団 体

協　
　

議

市 民 市 民 市 民 市 民

課 題 解 決

助 成 寄 付

共 同 募 金

地 　 域

循 環 型 共 同 募 金 運 動 の 概 念 図

提 言 ・ 周 知

１ 市民参加の「市町村共同募金委員会」の設置

●共同募金の市町村組織を「市町村共同募金委員会」に改組する

●地域で活動している幅広いメンバーの参画を得る

●地域の課題解決のための活動を作り出し、資金確保の募金活動に共同で取り組む

⇒有効な活動への助成を進め、地域の福祉力を醸成する《循環型の活動》
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県
域
財
源

調

整

市町村共同募金委員会市町村共同募金委員会
（都道府県共同募金会の内部組織）（都道府県共同募金会の内部組織）

地縁組織

福祉施設

福祉団体
当事者団体

NPO

社会福祉協議会

・運営委員会
・審査委員会

一般市民青少年

企業
職域・法人募
金

助成

募金協力

助成

募金協力

助成

募金協力

助成 募金協力 助成 募金協力

寄付者
街頭募金、イベン
ト募金、大口募金

県外寄付者
（ふるさと募金）

・地域の助成計画案､
助成先選定案を進達

・都道府県共同募金
会助成審査委員会
等の審議を経て決定

他市町村
共同募金会

県域団体
NPO等

企業 寄付者

助成 募金協力 助成 募金協力

地域活動を行う多様な地域活動を行う多様な
団体や関係者等の参画団体や関係者等の参画

都道府県
共同募金会

助成審査
委員会

・寄付金の送金等のル
ールは従来通り

●今後の市町村共同募金委員会のイメージ
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従来の取組み

申請ごとの審査・配分

今後の取組み

地域の課題解決に向けた助成プログラムに基づ
く審査・助成個別的で、地域課題の全体

像が見えにくい

活動団体等活動団体等

共同募金会
支会分会

申請 配分 申請 配分

課題

課題

審査審査

市町村共同募金委員会

活動団体等

課題

活動団体等活動団体等

活動団体等

申請 助成 申請 助成

申請 助成 申請 助成

プログラム・審査

●市町村共同募金委員会で行われる、地域の課題解決に向けた助成
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市民参加により募金や活動の広がりが生まれている事例
（埼玉県鶴ヶ島市）【事例１－①】

■市民参加の徹底
○ 助成の一定の枠を、市民参加による公開の審査会で決定

○ 応募団体はプレゼンテーションを行い、審査を受ける

→市民に事業の内容を知ってもらい、共同募金に関わった

実感をもってもらう機会

■子どもの参加
＊ 審査委員会はおとな委員と子ども委員で構成

＊ おとな委員：学識者、地元関係者

＊ 子ども委員：地元小中学校の生徒

（審査の流れ）

■募金や活動の広がりを生む「循環」
＊ 子ども委員をつとめた子どもが、助成審査を受けたグル

ープの活動に興味をもちボランティアとして参加した

＊ 子ども委員を務めた子どもたちで、赤い羽根応援団をつ

くり、募金活動を実施してもらい、参画感を味わってもら

った。

書類
審査

応募団体による公開
プレゼンテーション

こども委員によ
る投票→開票

おとな委員によ
る投票→開票

おとな委員による最終審査
→最終的な助成額決定

プレゼンの様子

街頭募金の様子


